




地域未来投資促進法に基づく支援措置

都道府県から「地域経済牽引事業計画」の承認を受け、
計画に従って事業を実施する場合、様々な支援措置が受けられます。

令和８年４月時点
経済産業省 経済産業政策局
地域経済産業政策課

 地域未来法は、地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、地域に経済的効果を及ぼす「地域経済牽引
事業」を促進するもの。

 国の基本方針に基づき、市町村・都道府県は基本計画を策定し、国が同意。同意された基本計画に基づき、
民間事業者等は地域経済牽引事業計画を策定し、都道府県知事が承認。

 国の基本方針に基づき、地域経済牽引支援機関（公設試・大学等）は連携支援計画を策定し、国が承認。

地域未来投資促進法（2017年７月施行）の概要
（地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律）

〔主な内容〕
 対象となる区域（促進区域）
 経済的効果に関する目標
 地域の特性 × 地域の特性を活用する分野
 地域経済牽引事業の要件
 事業環境整備の内容

市町村・都道府県︓基本計画

都道府県
が承認

〔主な内容〕
 事業の内容・実施期間
 地域経済牽引事業の要件への適合性

①地域の特性 × 地域の特性を活用する分野
②付加価値創出額
③地域の事業者に対する経済的効果

民間事業者等︓地域経済牽引事業計画
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同意

①税制措置  ②金融による支援措置  ③規制の特例措置  ④予算による支援措置 等
支援

〔主な内容〕
 連携支援事業の目標
 事業の内容及び実施期間
 支援機関の役割分担

地域経済牽引支援機関︓連携支援計画

支援承認
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